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1．はじめに 
 近年の欧米社会を対象とした国内移動の研究の流れは、かつて主流であった経済的要因
に着目した分析から、世帯外の家族（主として親、成人子）の存在や居住地に焦点を当て
た社会的要因に関する分析へ変わりつつある（Cooke 2008; Mulder 2007）。例えば、最近の
研究からは、別世帯に居住する家族の存在やその構成・それぞれのライフサイクルの変化
に伴う支援ニーズの変化が、個人の移動や目的地の選定に大きく関係していることが明ら
かにされている。米国の研究によると、別世帯に居住する家族が近居している場合、現在
の居住地域から転出する可能性は低くなり、それは特に若年成人子と親、低所得の成人子
と親との関係で顕著である（Spring et al. 2017）。さらに、成人子は高齢の親が居住する地
域に転入する可能性が高く、また、高所得層は親または成人子の居住地と近距離に転入す
る可能性が高い（Spring et al. 2017）。ヨーロッパにおいても国による地域差こそあるもの
の、高齢親の身体機能の低下は、親への支援・介護を行う目的のために、成人子の親との
同居・近居を目的とした移動を促進する（Vergauwen and Mortelmans 2020）。 
 このように、親や成人子との居住距離は移動を規定する重要な要因の一つであり、人口
学的にも世代間の居住距離やその変化は、しっかり把握されるべき事項である。しかし、
親・成人子との同別居に関する研究はこれまで数多くなされてきたものの、別居親・別居
成人子との居住距離に関する研究はあまりなされてこなかった。また、数少ない世代間の
居住距離に関する先行研究は、対象者と親、対象者と成人子といった二世代間に限定した
居住距離の現状把握とその規定要因の分析に終始してきた(大和 2017;千年 2013)。より広く、
親と成人子を含む三世代を考慮した居住距離や、三世代の集住の度合い、といった基本的
な情報は把握できていないのが現状である。三世代を対象とした数少ない研究の一つであ
る Choi et al.（2020）が、米国のデータを用いて行った分析によると、最も近くにいる親ま
たは成人子が近居（30 マイル（48.3km）内）している成人の割合は 75％に達する。また、
親と成人子がどちらも近居（30 マイル内）している成人の割合は 35%であった。親や成人
子との居住距離は、社会経済的属性によって大きく異なっており、社会経済的地位が低い
場合に親や成人子との距離が近いことが明らかにされている。 
本稿は国立社会保障・人口問題研究所が 2008 年、2013 年、2018年に実施した第 4回～

第 6 回全国家庭動向調査のデータを用いて、親・成人子それぞれとの居住距離、そして全
親および全成人子との集住状況の実態とその変化、といったこれまで分析されてこなかっ
た基本的な事項について把握する。また、親・成人子との居住距離が、個人の属性や地域
によってどのように異なるのか分析を行う。全国家庭動向調査の調査票は、主として有配
偶女性を想定して設計されているため、ここでは有配偶女性を対象者とし、その親（夫の
親を含む）と成人子との居住距離について分析を試みる。 

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月

- 117 -



 
2．親・成人子との居住距離に関する先行研究 
(1) 世代間の支援ニーズと居住距離 
 日本における世代間の居住関係に関する社会学的研究は、家族変動論や夫婦の個人化と
いった観点から、特に親世代・成人子世代との同別居に着目した研究が多く行われてきた
（施 2012; 大和 2017）。先行研究からは、父系規範は弱まりつつあるものの、長男夫婦が
夫方親と同居する傾向は残っていること（施 2012）、その一方、親世代との交流や支援関係
については、妻方親との援助行動の緊密化という双系化の傾向がみられることが確認され
ている（岩井・保田 2008）。また、多くの先行研究から、世代間の居住距離が近いほど家事
的・身体的支援が行われやすく、受け取りやすいことがわかっている（Chitose 2018; Mulder 
and Cooke 2009）。 
 一方、最近の欧米における研究は、人口学的視点から親・成人子との居住距離を含む社
会的なつながりが移動を規定する重要な要因の一つであることを明らかにしつつある。具
体的には、同じ地域に居住する親・成人子・きょうだいとの結びつきや、子ども同士の地
元でのつながりがあるほど、子育て世帯は転出する可能性が低い（Dawkins 2006; Mulder et 
al. 2020）。また、高齢者についても、近隣の人々との結びつきが強いほど、現住地域への満
足度は高く、他の地域への転出を考えない傾向にあることが指摘されている（Oh 2003）。
さらに、低所得層であるほど、地元での社会的結びつきは移動を強く抑制する傾向が観察
される（Dawkins 2006）。Boyd (2008) の研究によると、米国シカゴ市の低所得世帯を対象
に行われた、より経済的に豊かで多様な人種が居住する地区への移転プロジェクトでは、
約半数の世帯が一度はそのような地区へ引っ越したものの、最終的には再び元の地区へ戻
っていた。その理由は、家族や近所に住む友人といった社会的ネットワークから物理的に
遠くなってしまったこと、及びそこから生じる社会的孤立感やサポートの欠如のためであ
った。より豊かな地区にそのまま残った対象者の多くは、同地区に既に親族や友人が居住
していたり、地域のサポートにより新しい地区の人々との交流や社会活動に積極的に関わ
ることが出来た人たちであった（Boyd 2008）。 
 また、成人子は支援ニーズが高い場合に、親の居住地を考慮に入れて親との近居を選択
する傾向がみられる（Mulder et al. 2020; Smits 2010）。Michielin et al. (2008) によるオラ
ンダの行政データを用いた分析によると、成人子は支援や交流の必要性が高まると親の居
住地の近くに移動する可能性が高くなり、それは特に離婚後で顕著であった。その反面、
親の支援の必要性が成人子の移動に与える影響はずっと低かった。 Mulder et al. (2020) は、
スウェーデンのデータを用いて、都会に出た若い成人子が親の住む地域に U ターンする可
能性と規定要因について分析を行った。その結果、退学、低所得、失業といった苦しい状
況におかれた成人子は、親が居住する地域に U ターンする可能性が高いことを見出した。
一方、学歴や所得が高い成人子は、親が居住する地域にU ターンする可能性は低かった。 
 しかし、成人子が親との近居を選択するのは、自分の支援ニーズが生じた場合のみとは
限らない。親の支援ニーズが高まった時に、成人子が親の近くに移動する傾向も観察され

- 118 -



る。Vergauwenと Mortelmans (2020)は、ヨーロッパ 15 ヵ国のデータを使い、親の身体機
能の低下が成人子の移動に与える影響について分析を行った。親の身体機能の低下が急で
あった場合、成人子は親との同居を選択する傾向にあった。また、同居および 5km 以内に
近居した成人子は、親への支援が増える傾向が観察された。一方、親の支援ニーズの変化
に伴う世代間の居住距離の変化は、国の福祉政策によっても異なってくる。スウェーデン
においては、比較的若い高齢者は成人子の近くに移動する傾向がみられるが、後期高齢者
になるとその傾向はあまりみられなくなる（Pettersson and Malmberg 2009）。Pettersson et 
al. (2009) は、その理由の一つとして福祉国家としてのスウェーデンの理念により、高齢者
の介護は国の役割とされているため、と論じている。     
 近居する親・成人子の存在が移動を抑制し、異なる地域に住む親・成人子の存在が移動
を促進することは、1980-2013年の 30 年以上にわたる米国のパネルデータを用いた Spring 
et al. (2017)の研究でも明らかにされている。Sprint et al. (2017) は、若年成人子は親から
の支援を受けるため、そして中高年成人子は親へ介護等の支援を提供するために親との近
居を選択すると結論づけている。さらに、親・成人子との近居は特に低所得層の移動を抑
制するものの、高所得層は移動を可能とする資源を保有していることから、高所得層で親・
成人子が居住する地域に転入する傾向が強いと論じている。 
 
(2) 上下両世代を考慮した居住距離 
 以上みてきたように、親・成人子との近居が移動を抑制すること、支援ニーズの増大が
世代間の距離を縮小させる方向へ働くこと、低所得・失業・離婚や、身体機能の低下とい
った生活上の困難が、支援関係の授受を目的とした親・成人子との近居を促進する傾向が
あることが、欧米社会を対象とした研究から明らかになりつつある。少子高齢化が進展し
ている今日、親と成人子両世代が共存する中間世代が増えている可能性があるが、上下両
世代を考慮に入れた居住距離や集住状況について実態を把握する試みは、ほとんどなされ
ていない。 
三世代を対象とした数少ない研究の一つに Choi et al. (2020)の研究があげられる。2013

年の米国におけるパネルデータを用いた分析の結果、最も近くに居住する親または成人子
が近居（30 マイル（48.3km）内）している成人の割合は 75％に達していた。また、親と成
人子がどちらも近居（30マイル内）している成人の割合は 35%であった。さらに、親や成
人子との居住距離は、社会経済的属性によって大きく異なっていることが見出された。具
体的には、社会経済的に不利な立場に置かれている層で世代間の居住距離が近い傾向がみ
られた。例えば、教育年数が 16 年未満の成人で親と同居・近居している者の割合は 71.5％
であるのに対し、教育年数が 16 年以上の成人では 54.7％と低かった。同様に親・成人子と
近居している者の割合は、白人よりも黒人で、配偶者がいる人よりもいない人で高い（Choi 
et al. 2020）。さらに、社会経済的属性による親・成人子との居住距離の違いは、測定に「最
も近い親または成人子との居住距離」を用いるよりも、「すべての親またはすべての成人子
との居住距離」を用いた場合に、大きな差がみられた。例えば、最も近い成人子と同居・
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近居している親の割合は、有配偶者で 74.3％、有配偶者以外で 80.8％であり、後者で 6.5
ポイント高い。一方、すべての成人子と同居・近居している親の割合は、有配偶者で 35.2%、
有配偶者以外で 46.6％と後者で 11.4 ポイント高い（Choi et al. 2020）。 
全国家庭動向調査では今後の移動予定について聞いていないため、世代間の居住距離や

集住状況と今後の移動意向の関係について分析することは出来ない。しかし、有配偶女性
自身の親、配偶者の親、そして成人子との居住距離についてはたずねている。そこで、本
稿では有配偶女性を対象に、夫婦の親および成人子との居住距離、そして属性別にみた上
下両世代との居住距離と集住状況について、実態を把握する。 
 
3．データと方法 
ここでは、国立社会保障・人口問題研究所が 2008 年、2013 年、2018 年に実施した第 4

回～第 6 回全国家庭動向調査の個票データを用いる。全国家庭動向調査の目的は、家庭内
における出産・子育て、親の介護をはじめとする家庭機能の実態と変化を捉えることにあ
る。調査は、同年に実施された「国民生活基礎調査」で設定された調査区より無作為に抽
出された 300調査区に居住する世帯の結婚経験のある女性（複数いる場合は最も若い女性、
1 人もいない場合は世帯主）を対象としている。調査方法は配票自計方式で、各回 7 月１日
時点の事実について記入を求めている。各調査回の有効回収率は、第 4 回から第 6 回を通
じて概ね 76～78％を維持している。 
全国家庭動向調査の調査票は、主として有配偶女性を想定して設計されているため、こ

こでは有配偶女性の親・成人子との居住距離について分析を行う。対象とする有配偶女性
は、25 歳以上とした。親については、有配偶女性の親だけでなく、夫の親についても含め
る。第 4 回～第 6 回の調査票では 18 歳以上の子どもが 4 人以上いる場合、上から 3人まで
について婚姻状況、居住距離、受けた支援、提供した支援の種類等についてたずねている。
成人子は、社会人となっている可能性が高い 25 歳以上に限定した。対象とした有配偶女性
に 1 人でも成人子がいれば、「成人子あり」とし、子どもはいても 25 歳に達していない場
合には、「成人子なし」とした。 
 本稿で鍵となる変数は、世代間の居住距離である。全国家庭動向調査では、親・成人子
との居住距離については、「あなたのお住まいから、親御さん（このお子さん）のお住まい
まで、どれくらいかかりますか。よく使う交通手段でかかる時間をお答えください」と時
間単位で聞いている。親・成人子共に第 5 回・第 6 回調査の選択肢は、「同じ敷地内」、「同
じ敷地内の別棟」、「15 分未満」、「15～30 分未満」、「30～60分未満」、「1～2時間未満」、「2
～3時間未満」、「3 時間以上」の 8つであり、ここから 1 つ選択する設問となっている。第
4 回調査のみ、「同じ敷地内」が、「同じ敷地内（玄関も同じ）」と「同じ敷地内（玄関は別々）」
の 2 つに分かれており、選択肢の数は 9 つとなっている。分析では、第 4 回調査の「同じ
敷地内（玄関も同じ）」と「同じ敷地内（玄関は別々）」を「同じ敷地内」として１つにま
とめた。親・成人子ともに対象とした有配偶女性と同じ世帯内に世帯員として含まれてい
た場合は「同居」とした。最も近くに住む親・または成人子の分析については、居住距離
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の区分を「同居」、「近居（別居且つ 15分以内）」と、「近居（別居且つ 30 分以内）」、「遠居
（別居且つ 2時間以上）」の 4つに分けた。「同じ敷地内」の場合は「近居」とした。また、
すべての親、及びすべての成人子との居住距離の分析では、「全員同居」の他に、「全員 15
分以内（同居を含む）」、「全員 30 分以内（同居を含む）」、「全員 60 分以内）（同居を含む）」、
そして「全員遠居(2 時間以上)」を用いた。 
 また、有配偶女性の属性と親・成人子との居住距離の違いの分析では、学歴、就業状況、
居住地（大都市圏、非大都市圏）を用いた。また、サンプル数を確保するため、2008 年～
2018 年のデータをプールして用いた。 
 
4. 分析結果 
(1) 最も近くに居住する親・成人子との距離 
最も近くに居住する親・成人子との居住距離を、同居・近居・遠居に分類した結果を表 1

に示す。まず、親がいる有配偶女性を対象に、最も近くに居住する親との居住距離を把握す
る。最も近くに住む親が「同居」である女性の割合は、2018 年時点で 16.6％である。これ
は 2008年の 20.9％から 4.3 ポイントの減少である。一方、「15分以内」の近居は 3時点と
もに 3 割程度で大きな変化はみられない。最も近くに居住する親が「同居または近居」で
ある有配偶女性は、2008年には 53.2％と半数を超えていたが、主として同居の低下により
2018 年には 48.0％と 5 割を下回った。近居の定義を 30 分に広げると、最も近くに居住す
る親が「同居または近居」である女性の割合は、2018 年で 62.6％である。主として同居の
減少により 2008 年の 67.1％から低下したが、それでも親がいる有配偶女性の半数弱は 15
分以内の所に、そして 6 割強は、30 分以内の距離に親がいる。親が 2 時間以上の「遠居」
である女性の割合はこの 10年を通じて 14%前後である。2008 年から 2018年の間で、最も
増加幅が著しかったのは「15-60分未満」であり、2008 年の 23.9％から 28.1％へ上昇した。 

 
表 1 最も近くに居住する親・成人子との居住距離  

 
*p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01 

(%)

2008 2013 2018 2008 2013 2018 2008 2013 2018 2008 2013 2018
ྠᒃ 20.9 26.4 16.6 115.0 *** 39.2 38.0 35.9 14.3 * 30.8 35.4 28.3 73.7 *** 56.5 59.8 51.5 30.6 ***

㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 32.3 28.2 31.5 18.5 18.4 18.2 29.3 26.5 27.9 21.4 19.8 19.8
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 53.2 54.5 48.0 57.7 56.4 54.2 60.1 61.9 56.1 77.9 79.6 71.3
㻝㻡㻙㻢㻜ศ 23.9 23.8 28.1 21.1 22.9 24.5 22.4 22.5 26.2 15.1 14.4 21.6
㻝㻙㻞㛫 8.9 7.8 9.8 8.7 8.9 9.7 8.0 6.6 8.6 4.1 3.5 4.5
㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 13.9 13.9 14.1 12.6 11.8 11.6 9.5 9.0 9.1 2.9 2.5 2.6

ྠᒃ 20.9 26.4 16.6 125.7 *** 39.2 38.0 35.9 17.5 ** 30.8 35.4 28.3 81.0 *** 56.5 59.8 51.5 19.8 **

㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 46.2 40.0 46.1 30.2 29.5 31.1 42.6 37.9 42.3 30.6 27.5 33.0
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 67.1 66.4 62.6 69.4 67.5 67.0 73.4 73.3 70.5 87.2 87.4 84.5
㻟㻜㻙㻢㻜ศ 10.1 11.9 13.5 9.4 11.8 11.6 9.2 11.1 11.8 5.9 6.7 8.3
㻝㻙㻞㛫 8.9 7.8 9.8 8.7 8.9 9.7 8.0 6.6 8.6 4.1 3.5 4.5
㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 13.9 13.9 14.1 12.6 11.8 11.6 9.5 9.0 9.1 2.9 2.5 2.6
n 3,960 3,672 3,308 2,641 2,906 2,845 4,557 4,652 4,289 1,074 1,178 1,103

ぶ䛸ᡂேᏊ䛜䛔䜛ዪᛶ

᭱䜒㏆䛟䛻ఫ䜐ぶ䛸䛾
ᒃఫ㊥㞳

᭱䜒㏆䛟䛻ఫ䜐ᡂேᏊ䛸䛾ᒃ
ఫ㊥㞳

᭱䜒㏆䛟䛻ఫ䜐ぶ䜎䛯䛿
ᡂேᏊ䛸䛾ᒃఫ㊥㞳

᭱䜒㏆䛟䛻ఫ䜐ぶ䜎䛯䛿
ᡂேᏊ䛸䛾ᒃఫ㊥㞳

ぶ䛜䛔䜛ዪᛶ ᡂேᏊ䛜䛔䜛ዪᛶ ぶ䜎䛯䛿ᡂேᏊ䛜䛔䜛ዪᛶ
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表 1 の 2 列目は、成人子（25 歳以上）がいる有配偶女性を対象に、最も近くに居住する
成人子との居住距離を示している。最も近くに居住する成人子が「同居」である女性は、
2018 年で約 36％であり、2008 年の 39.2％から 3.3 ポイント低下している。一方、最も近
くに居住する成人子が「15 分以内」に近居している女性は 3 時点を通じて 18%台であり、
大きな変化はみられない。表 2 には掲載していないが、その構成をみると、「同じ敷地内」
が低下し、「15 分未満」が増加している。最も近くに居住する成人子が「同居または近居」
である女性は、2018 年で 54.2％と半数を超えているが、2008 年の 57.7%から低下傾向に
ある。成人子についても「同居」の減少が大きいが、「近居」は安定的である。「近居」の定
義を 30分以内に広げると、最も近い成人子が近居している女性は約 3 割となる。同居と合
わせると、成人子がいる有配偶女性の半数以上は成人子が 15分以内の距離に、そしておよ
そ 3分の 2（67.0％）は、30 分以内の距離にいる。「遠居」は、12%前後で変化はみられな
い。成人子についても、親同様「同居」が減少し「15-60 分未満」が増加傾向をみせている。 
表 1 の 3 列目は、親または成人子を持つ有配偶女性を対象に、最も近くに居住する親ま

たは成人子との距離をみたものである。親または成人子と「同居」する有配偶女性の割合は、
2018 年で 28.3％であり、2008 年の 30.8％から若干減少している。「近居」（15 分以内）は、
約 28％、「近居」（30 分以内）は 42％ほどで、どちらもここ 10年間に大きな変化はみられ
ない。ここでも「15-60 未満」の増加幅が一番大きく、3.8 ポイントであった。同居を含め
ると親または成人子をもつ有配偶女性の 56％は 15 分以内の場所に、そして約 7割は、親ま
たは成人子が 30 分以内の場所にいる。「遠居」は 9％程度で大きな変化はみられなかった。 
表 1 の 4 列目は、親と成人子の上下両世代を持つ有配偶女性を対象に、最も近くに居住

する親または成人子との距離を示している。上下両世代がいる場合、どちらかと「同居」し
ている女性は 2018 年で 51.5％と半数を超えており、2008 年の 56.5％と比べると低下傾向
にはあるものの、非常に高いレベルにある。近居の定義を「15 分以内」とした場合、最も
近い親または成人子が「近居」している女性は約 2 割、近居を「30 分以内」に広げると、
概ね 3 分の 1 となる。一方、「遠居」は 2%から 3%とおしなべて低い。同居を含めると、親
と成人子がいる有配偶女性の 7 割はどちらかが 15分以内の所に、そして約 85％はどちらか
が 30 分以内の距離に居住している。上下両世代がいる女性は、親・成人子との居住距離が
非常に高いことがわかる。 
 
(2) 親・成人子との集住の度合い 
 次に、親・成人子との集住の度合いをみるため、表 2 に全親・全成人子・全親または全
成人子、そして全親と全成人子が同居、同居を含む近居（15分・30 分・60 分以内）、そし
て遠居（2 時間以上）している有配偶女性の割合をまとめた。 
まず、全親が同居している有配偶女性の割合をみると、どの時点でも概ね約 4％である。

同居を含めて全親が 15 分以内に居住している割合は 2018 年で 15.4％であるが、30 分以内
に広げると 3 割に、60 分以内で 5 割弱となる。親がいる有配偶女性の約半数は、全親が 1
時間以内の距離に居住していることになる。2008 年からの変化をみると、同居・近居の割
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合はすべての項目について 2008 年から若干低下している。 
表 2 の 2 列目は、全成人子が同居・近居している有配偶女性の割合を示している。全成

人子が同居している有配偶女性は、2018 年で約 1 割、15 分以内は 2 割弱、30 分以内は 3
割弱、そして 60 分以内は 4 割強となっている。親と比べると、成人子で全員同居と 15 分
以内の割合が高く、親で 60 分以内が高い。2008 年からの変化をみると、全親と比べて全
成人子の同居・近居割合は変化が小さい。 

 
表２ 全親・全成人子との集住の度合い 

 
1) *p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01 
2) 色付きセルは、n<50 
 

表 2 の 3 列目は、親または成人子がいる有配偶女性を対象に、全親または全成人子が同
居、15 分以内、30 分以内、そして 60 分以内の距離にいる女性の割合を示している。全親
または全成人子が同居している女性は、2018 年で 8.3％であった。全親または全成人子が
15分以内の距離にいる女性は 2 割弱、30 分以内は 3 分の 1 である。そして約半数の有配偶
女性は、全親または全成人子が 60 分以内の距離に住んでいる。 
表 2 の 4 列目は、親と成人子の両世代がいる有配偶女性について全親と全成人子が同近

居する女性の割合をみたものである。「全員同居」、および「全員遠居」は、該当数が少な
いためここでは言及しない。全親と全成人子が 30 分以内の距離にいる女性は 13％であるが、
60 分以内まで広げると約 4 分の１となる。2008 年時点と比べると、30 分以内、60 分以内
どちらについても低下傾向が観察されるが、低下幅は特に 60分以内で 4ポイントと大きい。
しかしカイ二乗検定の結果は有意ではなかった。 
 
(3) 個人属性別にみた最も近くに居住する親・成人子との距離 
表 1 から、最も近くに住む親または成人子が 30 分以内の距離にいる有配偶女性は 7 割、

そして親と成人子両世代がいる女性ではその割合が 85%の高水準にのぼることが判明した。
それでは、最も近くに住む親・成人子との居住距離は、有配偶女性の属性によってどのよ
うに異なるのだろうか。ここでは、学歴、就業状況、そして居住地域について、違いをみ
ていく。学歴は、「中高卒」と「短大・大学卒（専修学校・高専・短大・大学・大学院）」

(%)

2008 2013 2018 2008 2013 2018 2008 2013 2018 2008 2013 2018
ဨྠᒃ 4.3 5.4 4.1 7.4 ** 13.4 13.0 10.9 9.2 ** 8.3 9.8 8.3 8.7 ** 2.0 1.8 1.0 3.7

ဨྠᒃ䞉㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 17.6 17.9 15.4 9.4 *** 21.9 20.9 19.4 5.2 * 21.3 22.0 19.3 10.1 *** 7.4 6.9 5.7 2.5

ဨྠᒃ䞉㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 34.4 31.7 30.1 16.2 *** 31.6 30.1 29.0 4.5 36.7 34.8 33.3 11.7 *** 16.0 13.8 13.2 4.0

ဨྠᒃ䞉㏆ᒃ䠄㻢㻜ศ௨ෆ䠅 51.7 51.6 48.3 10.2 *** 44.5 44.1 41.8 4.8 * 53.4 53.4 50.2 11.6 *** 29.1 27.1 25.1 4.5

ဨ㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 13.9 13.9 14.1 0.1 12.6 11.8 11.6 1.3 16.1 15.9 15.6 0.4 2.9 2.5 2.6 0.4

n 3,960 3,672 3,308 2,641 2,906 2,845 4,557 4,652 4,289 1,074 1,178 1,103

䃦2(2)䃦2(2)

ぶ䛸ᡂேᏊ䛜䛔䜛ዪᛶ

ぶ䛸ᡂேᏊ䛜௨ୗ䛾
㊥㞳䛻䛔䜛ዪᛶ

ぶ䛜௨ୗ䛾㊥㞳
䛻䛔䜛ዪᛶ

ぶ䛜䛔䜛ዪᛶ ぶ䜎䛯䛿ᡂேᏊ䛜䛔䜛ዪᛶᡂேᏊ䛜䛔䜛ዪᛶ

ᡂேᏊ䛜௨ୗ䛾㊥㞳
䛻䛔䜛ዪᛶ

ぶ䜎䛯䛿ᡂேᏊ䛜௨ୗ
䛾㊥㞳䛻䛔䜛ዪᛶ

䃦2(2) 䃦2(2)
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に二分した。就業状況は、「非就業」と「就業」に分けた。居住地域は、居住都道府県を三
大都市圏（東京・千葉・埼玉・愛知・岐阜・三重・大阪・兵庫・京都）と非三大都市圏（そ
れ以外）に分類した。また、属性別の分析ではサンプル数を確保するため、2008 年～2018
年のデータをプールして用いた。 
 

表 3  学歴・就業状況・居住地域別、最も近くに居住する親・成人子との距離 

 
1) *p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01 
2) 色付きセルは、n<50 

(%)

୰㧗 ▷㻛Ꮫ ୰㧗 ▷㻛Ꮫ ୰㧗 ▷㻛Ꮫ ୰㧗 ▷㻛Ꮫ

ྠᒃ 25.7 17.9 110.1 *** 37.3 38.5 79.1 *** 37.0 26.0 233.0 *** 57.4 54.1 20.1 ***

㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 30.0 31.3 20.4 14.1 27.0 28.8 20.8 19.8
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 55.7 49.2 57.7 52.6 64.1 54.8 78.2 73.9
㻝㻡㻙㻢㻜ศ 24.3 25.8 23.3 21.9 22.5 24.8 16.8 17.2
㻝㻙㻞㛫 7.4 9.9 8.1 11.0 6.2 9.2 2.9 5.6
㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 12.7 15.1 10.8 14.5 7.3 11.2 2.2 3.3

ྠᒃ 25.8 17.9 117.3 *** 37.3 38.5 77.1 *** 37.0 26.0 242.6 *** 57.4 54.1 23.4 ***

㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 43.7 44.4 32.8 24.8 40.1 41.7 31.3 29.3
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 69.5 62.3 70.1 63.2 77.1 67.7 88.6 83.3
㻟㻜㻙㻢㻜ศ 10.5 12.7 10.9 11.2 9.4 11.9 6.3 7.8
㻝㻙㻞㛫 7.4 9.9 8.1 11.0 6.2 9.2 2.9 5.6
㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 12.6 15.0 10.8 14.5 7.3 11.2 2.2 3.3
n 4,631 6,208 5,538 2,696 6,616 6,740 1,893 1,422

㠀ᑵᴗ ᑵᴗ 㠀ᑵᴗ ᑵᴗ 㠀ᑵᴗ ᑵᴗ 㠀ᑵᴗ ᑵᴗ

ྠᒃ 16.6 24.0 218.1 *** 34.1 42.3 74.8 *** 28.7 33.5 148.6 *** 51.7 58.9 22.3 ***

㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 27.5 32.4 19.4 16.9 25.2 30.0 21.1 19.9
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 44.1 56.4 53.4 59.2 53.9 63.6 72.8 78.8

㻝㻡㻙㻢㻜ศ 26.5 24.5 25.0 20.1 25.5 22.3 19.3 15.4

㻝㻙㻞㛫 10.3 8.1 10.0 8.0 9.1 6.7 4.4 3.8

㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 19.1 10.9 11.5 12.7 11.6 7.4 3.6 2.0

ྠᒃ 16.6 24.0 212.6 *** 34.1 42.3 74.6 *** 28.7 33.5 124.6 *** 51.7 58.9 21.9 ***

㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 41.2 45.8 32.3 27.5 39.0 42.4 32.2 29.1
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 57.8 69.8 66.3 69.8 67.7 75.9 83.9 88.1
㻟㻜㻙㻢㻜ศ 12.8 11.2 12.1 9.5 11.6 9.9 8.2 6.1
㻝㻙㻞㛫 10.3 8.1 10.0 8.0 9.1 6.7 4.4 3.8
㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 19.1 10.9 11.5 12.7 11.6 7.4 3.6 2.0
n 3,849 6,781 4,381 3,592 5,681 7,403 1,324 1,919

㠀㒔ᕷᅪ 㒔ᕷᅪ 㠀㒔ᕷᅪ 㒔ᕷᅪ 㠀㒔ᕷᅪ 㒔ᕷᅪ 㠀㒔ᕷᅪ 㒔ᕷᅪ

ྠᒃ 28.6 14.3 608.3 *** 36.3 39.3 146.9 *** 36.3 26.9 278.1 *** 57.4 54.3 46.9 ***

㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 33.3 28.1 18.5 18.2 29.5 26.3 21.8 18.4
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻝㻡ศ௨ෆ䠅 61.8 42.3 54.8 57.5 65.8 53.2 79.2 72.7
㻝㻡㻙㻢㻜ศ 23.4 26.8 22.2 23.6 21.1 26.1 16.1 18.1
㻝㻙㻞㛫 5.9 11.8 7.4 11.1 5.2 10.2 2.1 6.4
㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 8.9 19.1 15.7 7.8 7.9 10.5 2.6 2.7

ྠᒃ 28.6 14.3 613.0 *** 36.3 39.3 154.7 *** 36.3 26.9 279.2 *** 57.4 54.3 46.5 ***

㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 46.6 41.5 30.7 29.7 41.9 39.8 31.7 28.6
䚷䚷ྠᒃ䠇㏆ᒃ䠄㻟㻜ศ௨ෆ䠅 75.2 55.8 67.0 69.0 78.2 66.7 89.1 82.9
㻟㻜㻙㻢㻜ศ 10.1 13.4 9.9 12.1 8.7 12.6 6.2 8.0
㻝㻙㻞㛫 5.9 11.8 7.4 11.1 5.2 10.2 2.1 6.4
㐲ᒃ䠄㻞㛫௨ୖ䠅 8.9 19.1 15.7 7.8 7.9 10.5 2.6 2.7
n 5,483 5,457 4,466 3,926 6,727 6,771 1,860 1,495
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 まず、親との居住距離について学歴別にみると、同居については中高卒 25.7％、短大・
大学卒ｓｗ17.9％と中高卒 7.8 ポイントほど高い（表 3）。一方、近居については 15 分以内
でも 30 分以内でも学歴間に大きな差はみられない。一方、成人子との同居については、中
高卒で 37.3％、短大・大卒で 38.5％と大きな違いは見られないものの、近居については 15
分以内でも 30 分以内でも中高卒で短大・大卒よりも高く、親とは対照的な結果となってい
る。距離が 1 時間を超えるとその割合は短大・大卒の方で高くなる。親または成人子がい
る女性について、最も近くに住む親または成人子との距離をみると、同居は中高卒で 37.0％、
短大・大卒で 26.0％と 10 ポイント以上中高卒で高い。しかし、近居については両者間に大
きな差はみられず、1 時間を過ぎたあたりから短大・大卒の方が高くなる。親と成人子両方
がいる有配偶女性では、どちらかと同居している割合が中高卒で 57.4％、短大・大卒で 54.％
とどちらも半数を超える。近居については両者間にそれほどの大きな違いはみられず、1時
間を過ぎたあたりから短大・大卒が高くなる傾向は他の項目とも共通している。つまり、
学歴間の違いは、ほぼ同居と 1 時間以上の遠居によってもたらされていると思われる。 
就業状況別では、親・成人子両方について一貫して有配偶女性が就業している場合に、

同居割合が高い。親との同居割合は、就業者で 24.0％、非就業者で 16.5％、成人子との同
居割合は、就業者で 42.3％、非就業者で 34.1％である。近居（15分以内）については、親
の場合、就業女性の方が非就業女性よりも近居割合が高いが、成人子については非就業者
の方が若干高い。結果的に同居・近居（15 分）を合わせた割合は就業者で高く、それは特
に親について顕著である。最も近くに住む親が 30分以内（同居含む）の距離にいる女性の
割合は、就業者で約 7 割、非就業者で 57.8％である。親と成人子両方がいる場合、同居を
含む 30分圏内にどちらかがいる女性の割合は、非就業者で 83.9％、就業者で 88.1％ときわ
めて高い水準にある。 
 居住地域別にみると、親との同居割合は非大都市圏で 28.6％、大都市圏で 14.3％と非大
都市圏で 2 倍高い。その反面、成人子との同居割合は、非大都市圏で 36.3％、大都市圏で
39.3％と大都市圏で若干高く、また両地域の差は小さい。近居については、15 分でみても
30 分でみても親については非大都市圏で高く、成人子では地域による違いはほとんどみら
れない。例えば、30 分以内に親がいる女性の割合は非大都市圏で 75.2％、大都市圏で 55.8％
と 20 ポイント弱非大都市圏で高いのに対し、30分以内に成人子がいる女性の割合は、非大
都市圏で 67.0％、大都市圏で 69.0％とほぼ同レベルにある。親と成人子が両方いる場合、
30 分以内（同居含む）にどちらかが居住する女性は非大都市圏では 9 割弱、大都市圏でも
8 割を超えるがやはり非大都市圏で高い。 
 
(4) 個人属性別にみた親・成人子との集住の度合い 
 親・成人子との集住の度合いについては、表 2から 2018 年時点で親または成人子がいる
有配偶女性の半数弱は全親または全成人子が 1 時間以内の場所に居住していることが判明
した。範囲を 30分以内に縮めると、その割合は 3割であった。そして、親と成人子両世代
がいる有配偶女性では、およそ 4 分の 1 は全親と全成人子が 1 時間圏内に居住していた。
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親・成人子の集住の度合いを、有配偶女性の学歴・就業状況・居住地域別に表 4 に示す。 
 

表 4 学歴・就業状況・居住地域別、全親・全成人子の集住との度合い 

 
1) *p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01 
2) 色付きセルは、n<50 

 
 まず学歴別に全親の集住状況をみると、中高卒で同居が 6.8％、短大・大卒は 2.8％と前
者で高い。同居・近居の範囲を広げるに従って学歴間の差は広がり、60 分以内に全親がい
る有配偶女性の割合は、中高卒で約 6割のところ、短大・大卒では 43.2％で両者の差は 17.2
ポイントとなる。一方、全成人子についてみると、同居は中高卒で 11.3％、短大・大卒で
15.0％と短大・大卒の方が高い。これは、親との同居とは反対の結果である。しかし、全成
人子が 60 分以内にいる女性の割合は、中高卒で 44.6％、短大・大卒で 40.9％と校舎で若
干高いが、全親との距離にみられた学歴間の差ほどは大きくない。親と成人子両方がいる
女性の場合、全親と全成人子が 60 分圏内にいる割合は、中高卒で約 3 割、短大・大卒で 2
割強とやはり中高卒で高い。 
 就業状況別にみると、すべての項目について就業者で全親・全成人子の集住の度合いが
高い。例えば全親についてみると、全親が同居の割合はどちらも4.5％と同レベルにあるが、
60 分以内に範囲を広げると非就業者では 45％弱のところ、就業者は 54％弱と 9 ポイント
ほど高い。全成人子についても就業者の方で集住の度合いが高い。親と成人子がいる女性
についても遠居を除くすべての項目で就業者が高い。全親と全成人子が 60分圏内に住む女
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性の割合は、非就業者で 24.2％、就業者で 28.7%である。他の項目と比べて、非就業者と
就業者の差は小さい。 
 最後に居住地域別にみると、全親が 60分以内の場所にいる女性の割合は、非大都市圏で
62.3％、大都市圏で 38.9％と圧倒的に非大都市圏で高い。一方、全成人子については、60
分圏内までは非大都市圏で 4 割弱、大都市圏で 47.7％と大都市圏で高いが、遠居は非大都
市圏の方が高い。全親または全成人子についてみると、同居割合はどちらも 8～9％でさほ
どの差はみられない。しかし、15分以内から 60分以内については、圧倒的に非大都市圏で
高い。親と成人子両世代がいる場合、全員が同近居している有配偶女性の割合は全て非大
都市圏で高い。全親と全成人子が 60分以内の距離に集住している割合は、非大都市圏では
30.2％、大都市圏で 23.3%という結果になっている。 
 
5. まとめと課題 
 本稿では、2008、2013、2018 年の全国家庭動向調査のデータを用いて、有配偶女性を対
象に、最も近くに住む親・成人子との居住距離、および先行研究でほとんど捉えられてこ
なかった親・成人子との集住の度合いについて基礎的な情報を把握した。集住の度合いは、
全親、全成人子、全親または全成人子、全親と全成人子が一定の距離内（同居を含む 15分、
30分、60 分以内）にいる女性の割合を用いて計測した。また、それぞれについて有配偶女
性の属性（学歴・就業状況・居住地域）別に分析を行った。結果をまとめると以下の通り
である。 
 
1) 同居を含めると、親または成人子がいる有配偶女性の 56％は、最も近くに住む親または
成人子が 15分以内の場所に、そして約 7 割は 30分以内の場所にいる。 

2) 同居を含めると、親と成人子両世代がいる有配偶女性の 7 割は、どちらかが 15 分以内
の所に、そして約 85％はどちらかが 30 分以内の距離に居住している。 

3) 最も近くに住む親・成人子との距離は、どちらも同居が減少した分 15 分以内・30 分以
内に居住する親・成人子の割合は減少傾向にある。 

4) 最も近くに住む親・成人子との距離は、30-60分で増加傾向がみられる。 
5) 親または成人子がいる有配偶女性の 2 割弱は、全親または全成人子が 15 分以内（同居
含む）の場所に、3 分の 1 は 30 分以内に、約半数は 1時間以内の所にいる。 

6) 親と成人子がいる有配偶女性の約 4分の 1は、全親と全成人子が 1 時間以内の所に居住
している。 

7) 全親または全成人子が 15 分・30分・60分以内（同居含む）に居住する有配偶女性の割
合は、2008 年と比べると減少傾向にあり分散化が進行している。それは特に親について
顕著である。 

8) 属性別に最も近くに住む親についてみると、親と近居（15 分・30 分以内）する女性の
割合は、中高卒、就業者、非大都市圏で高い。属性による違いは特に親との距離で大き
い。 
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9) 属性別に全親、全成人子、全親または全成人子、全親と全成人子が同近居している割合
をみると、全ての項目について同近居する有配偶女性の割合は、中高卒、就業者、非大
都市圏で高い。属性による違いは特に全親との距離で大きい。 

 
 本稿では、最も近くに住む親・成人子との同近居の実態のほか、これまで分析されるこ
とがほぼ無かった全親・全成人子との集住状況と変化について基礎的な情報を把握するこ
とを目的とした。有配偶女性の属性と、親・成人子との居住距離との関係は、欧米におけ
る先行研究の結果と整合的である。今後の課題としては、最も近くに住む親・成人子との
居住距離と移動意向の関係、および親・成人子との集住状況と移動意向の関係についても
分析を行い、親族ネットワークと移動意向との関係性について日本のデータを用いて実証
的に分析する必要があるだろう。 
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